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資料５

１ 趣旨

現行の県総合計画「宮崎県総合計画2023」は、

令和22年（2040年）の将来を展望した「長期ビ

ジョン」と、令和５年度から８年度までの４年間

の実行計画となる「アクションプラン」で構成さ
れる。

昨今の社会情勢の変化を踏まえ、「長期ビジョ

ン」を６月に改定したところであり、今後、新た

な「アクションプラン」を策定する。

【基本理念】安心と希望の未来への展望
～共に生き、共に創り、共に栄える宮崎へ～

世界の中の日本・宮崎２人口減少・少子高齢化の加速１

気候変動・自然の脅威４経済・産業を取り巻く環境の変化３

デジタル化・先端技術の進展６価値観や行動の変容５

将来像３（産業）将来像２（くらし）将来像１（人）

産業が持続的に成長し、
安心して働ける「共栄」
の社会

(1) 「稼ぐ」農林水産業
の実現

(2) 「稼ぐ」成長産業
の創出・育成

(3) ＤＸ推進とイノ
ベーション創出

(4) 魅力ある雇用・
職場づくり

(5) 産業人材の確保・
育成・定着

安全・安心で心ゆたか
な暮らしを楽しめる
「共創」の社会

(1) 地域社会の維持・

充実

(2) 安全・安心で持続

可能な暮らしづくり

(3) 心ゆたかに過ごせる

まちづくり

(4) 安心して住み続け

られる中山間地域

一人ひとりが生き生き
と活躍できる「共生」
の社会

(1) 寛容で多様性ある
社会づくり

(2) 若者･女性から
選ばれる県づくり

(3) 生み育てやすい
環境の整備・充実

(4) こどもの可能性を
伸ばせる教育

(5) 心身共に健やかに
活躍できる社会の実現

時代の潮流と宮崎県

今後の方向性

長期ビジョン 令和22年（2040年）を展望【令和8年6月改定】

次期「アクションプラン」の策定
知事の
政策提案



宮崎県総合計画「アクションプラン」の策定(2)

２ 主なスケジュール（予定）

令和８年６月 「長期ビジョン」改定（議決）

８月 総合計画審議会

令和９年１月 総合計画審議会、専門部会（「アクションプラン」骨子案審議）

３月 総合計画審議会、専門部会（「アクションプラン」素案審議）

同月 パブリックコメント（～４月）

４月以降 総合計画審議会、専門部会（「アクションプラン」答申案審議）

「アクションプラン」に係る答申

県議会議案提出（「アクションプラン」）
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専門部会(1)

宮崎県

総合計画審議会

くらしづくり

部会

人づくり

部会

産業づくり

部会

設置の概要

○ 宮崎県総合計画審議会に「人づくり部会」「くらし

づくり部会」「産業づくり部会」の３部会を置くこと

とします。

○ 「人」､「くらし」､「産業」の各分野に関し、宮崎

県総合計画の改定に係る調査審議を、各部会に付託す

ることとします。

○ 審議会と各部会、各部会間の連絡調整を図るため、

必要に応じて、審議会と部会との合同会議を開催する

こととします。

宮崎県総合計画審議会条例施行規則（抜粋）

（部会）

第２条 審議会に、必要に応じて部会を置くことができる。

２ 部会は、審議会が付託した事項を調査審議する。

３ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。

４ 部会に部会長を置き、部会に属する委員又は専門委員

（専門とする事項が部会の所掌事務と同一の者に限

る。）（以下「委員等」という。）のうちから会長がこ

れを定める。

５ 部会長は、部会の事務を掌理し、部会の経過及び結果

を審議会に報告する。

６ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、

部会長があらかじめ指名する委員等が、その職務を代理

する。

７ 部会の運営等に関し必要な事項は、部会長が別に定める。

［設置イメージ］

［各部会で審議する分野（例）］

○人づくり部会

出生、子育て支援、学校教育、出逢い・結婚支援、

医療、福祉、人権、男女共同参画 等

○くらしづくり部会

まちづくり、地域交通、デジタル、スポーツ、

文化、防災 等

○産業づくり部会

農林水産業、商工業、観光、海外展開、

産業人財（外国人材を含む） 等

参考資料
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（五十音順、敬称略、氏名後に記載の（◎）は部会長）

役職名氏名区分

宮崎県市長会
会長

池田 宜永

委員

宮崎県医師会
副会長

金丸 吉昌
（◎）

KIGURUMI.BIZ株式会社
代表取締役

加納 ひろみ

九州医療科学大学
社会福祉学部 教授

川﨑 順子

宮崎大学
学長

鮫島 浩

宮崎県PTA連合会
会長

二見 志信

宮崎人権擁護委員協議会
人権擁護委員

宮本 綾

宮崎県認定こども園協会
会長

伊豆元 精一

専門
委員

みやざき結婚サポートセンター
を通じた結婚当事者

井戸川 兵吾

宮崎県介護福祉士会
会長

木場 圭一

宮崎県ベトナム人協会
理事長

ホアン・ティ
・ジャン

障害者自立応援センター
YAH!DOみやざき 副代表理事

山之内 俊夫

役職名氏名区分

宮崎大学
工学教育研究部 准教授

大榮 薫

委員

防災コンサルタントMamoruwa
代表

黒木 淳子

宮崎県町村会
会長

佐藤 貢

株式会社宮崎日日新聞社
事業本部長

中川 美香

宮崎県スポーツ協会
専務理事

藤本 格
（◎）

株式会社ウェブサイト
代表取締役社長

柳本 明子

宮交ホールディングス株式会社
代表取締役社長

渡邊 俊隆

東米良創生会
事務局長

石川 理恵

専門
委員

宮崎大学
地域資源創成学部 講師

尾野 薫

宮崎県地域づくりネットワーク
協議会 会長

島中 星輝

綾町自治公民館連絡協議会
会長

中村 清久

役職名氏名区分

宮崎県林業研究グループ連絡
協議会 副会長

小田 ちはる

委員

宮崎県農業協同組合
代表理事組合長

栗原 俊朗

宮崎県漁業協同組合連合会
代表理事会長

是澤 喜幸

宮崎県銀行協会
会長

杉田 浩二

日本労働組合総連合会
宮崎県連合会 顧問

中川 育江

宮崎県商工会議所連合会
会頭

米良 充典

ジェトロ宮崎貿易情報センター
所長

相原 君俊

専門
委員

全国旅行業協会宮崎県支部
支部長

後口 昌賢

国際協力機構
国際協力推進員

梅村 崇志

宮崎県工業会
専務理事

河野 昌弘

株式会社ライトライト
取締役ＣＯＯ

齋藤 めぐみ

宮崎大学
副学長

淡野 公一
（◎）

専門部会委員

人づくり部会 くらしづくり部会 産業づくり部会１２人 １１人 １２人

専門部会(2) 参考：長期ビジョン改定時

4


